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ODA資金を用いた制度と海外事務所による
事例紹介

～JICAの中小企業・SDGsビジネス支援事業とは～



独立行政法人国際協力機構（JICA）とは
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https://www.jica.go.jp/information/publication/brochures/about/__icsFiles/afieldfile/2023/10/10/JICA_at_a_Glance_jp_2023_1.pdf
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本事業のコンセプト

「中小企業・SDGsビジネス支援事業」は、
開発途上国の課題解決に貢献する本邦民
間企業等のビジネスづくりを支援します。

JICAは政府開発援助（ODA）を通じて築
いてきた開発途上国政府とのネットワー
クや信頼関係、ノウハウ等を活用し、価
値の共創に取り組みます。

日本 開発途上国

政府機関/
他公的機関

現地企業

• 開発インパクト創出
• 海外ビジネス展開
• 地域活性化の促進

海外企業

社会課題を解決したい

支援機関

大学・
研究機関

海外ドナー・
NGO

金融機関

地方
自治体

中小企業・SDGsビジネス支援事業とは

大企業 中小企業/
スタートアップ

海外展開したい 価値
共創
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JICAから提供できるサービス（連携するメリット）

開発途上国に係る情報提供（政治・経済概況、開発課題等）

開発途上国の政府・関係機関とのネットワーク・信頼関係に基づく
関係者のご紹介、各種働きかけ

開発援助機関その他関係機関とのネットワーク・信頼関係に基づく
関係者のご紹介

最適なJICA民間連携スキーム、その他ODA事業との連携可能性に係
るご相談対応

現地でのビジネス展開に係るご相談対応 等
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• 基礎情報を収集し、開発途上国のニーズと
自社製品/サービスとの適合性の検証を実施

• 初期的な事業計画を策定
• 期間:8か月程度

現地で基礎的な
情報を収集したい

現地ニーズに提案製品/
サービスが合うか確認したい

ビジネスとして成立・
持続するか確認したい

製品/サービス提供体制や
運営方法を確立したい

具体的
ビジネス展開

関心・初期
情報収集

・上限1,000万円
・コンサルティングサービス（4人月程度）

ニーズ確認調査

• 製品/サービスに対する顧客の受容性を確認した上で、現地パートナーを
確保してビジネスモデルを策定し、収益性の検証と製品/サービス提供体制・
オペレーションの構築を実施

• より精緻化された事業計画を策定
• 期間:1年4か月程度

ビジネス化実証事業

・上限2,000万円
・コンサルティングサービス（8人月程度）

ビジネス化支援型

• 技術・製品やビジネスモデルの検証・普及活動を通じ、
事業計画を策定

• 期間:1-3年程度

普及・実証・ビジネス化事業

中小企業支援型

• 上限1.0億円、1.5億円、
2.0億円

• コンサルタント関連経
費込み

SDGsビジネス支援型

• 上限5,000万円
• コンサルタント関連経
費込み

ビジネス化支援型

JICAとの
連携など

自社による
ビジネス・
事業化

調査委託型

企業共創プラットフォーム（後述）

支援メニュー一覧
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試行期
（FY2022～
FY2023）

[凡例] 調査委託型 ビジネス化支援型

改編前

現行制度をニーズ確認調査、ビジネス化実証事業に再編し、制度活用の前後を含めてフォローする企業共創
プラットフォームを構築。普及・実証・ビジネス化実証事業は現行通り。

基礎情報収集・
ビジネス展開仮説立案

ニーズ検証・
ソリューション検証

受容性検証
試用版による

収益性検証・運用改善
本格

ビジネス化
関心・初期
情報収集

普及・実証・ビジネス化事業

ビジネス化実証事業

案件化調査

基礎調査

普及・実証・ビジネス化事業

大企業

旧制度および移行期の構成とカバー範囲

検討プロセス

企業共創プラットフォーム

ニーズ確認調査 中小企業/SU

（参考）

中小企業/SU

大企業

中小企業/SU

※SU：スタートアップ
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中小企業・SDGsビジネス支援事業は

 2024年度に制度改編を予定しています。

 新制度の詳細決定後、 JICAウェブサイトにてご案内し
ます。また、説明会を開催予定です。

JICAウェブサイト
https://www.jica.go.jp/priv_partner/index.html

制度改編のお知らせ



フィリピンにおける事例紹介
（中小企業・SDGsビジネス支援事業）
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企画調査員 丹羽 健治
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1. フィリピン概況

3（出典：JETROマニラ11月9日プレゼン資料）
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1. フィリピン概況
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1. フィリピン概況
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地政学的重要性（南シナ問題、ドゥテルテ前政権下でODA,貿易、投
資ともに日本が首位）

政権の特⾧（過去最高得票当選、実務家を配置・手堅い政権運営）
対日関係（親日家として関係強化に積極的、2・11・12月首脳会談、

安保面での協力、ミンダナオでの貢献、我が国協力への理解）
マーケットパートナー（域内最高レベル成⾧率・外準・民間格付・

人口・平均年齢・廉価な労賃・ホスピタリティ・英語力 etc…）

膨大な開発ニーズ（域内最低のインフラ整備、HDI、ジニ係数、交
通渋滞、都市問題、防災対策、ミンダナオ和平）

日本政府もJICAも重視、揺るぎない超重要国
比較優位も大きい有望性・潜在力
膨大な開発ニーズ ⇒ 「投資の好機」
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2. 我が国の対フィリピン支援・国別開発協力方針

重点分野重点分野 開発課題開発課題

持続的経済成⾧のための
基盤の強化

包摂的な成⾧のための
人間の安全保障の確保

ミンダナオにおける
平和と開発

・災害リスク軽減・管理
・農業生産性向上・高付加価値化
・セーフティネット整備

・大首都圏の質の高いインフラ整備
・地方拠点開発に向けたインフラ整備
・産業振興・行政能力向上
・治安・テロ対策等を通じた法執行能力強化

・ミンダナオにおける平和と開発
(紛争影響地域における平和の定着)

2023年度改訂⇒地球規模的危機（気候変動・感染症）、地政学的リ
スク、2025年中進国入



（参考）2020・2021年度対フィリピン支援実績

円借款
● 2020年度実績:約2,541億円（承諾額）

約1,397億円（貸付実行額）
2021年度実績:約2,533億円（承諾額）

約1,006億円（貸付実行額）
●2021年度までの承諾額累計:約3.6兆円

セクター別割合:

無償資金協力
●2020年度実績:3.09億円

2021年度実績:10.16億円
（贈与契約ベース、JICA実施分）
●支援分野:ミンダナオ支援、人材育成、防災
●承諾累計額:約2,454億円（～2021年度）

技術協力
●2020年度実績: 54.5億円

2021年度実績: 59.8億円
●支援分野: 運輸、環境、教育、防災、農業、
保健、ミンダナオ支援等
●2021年度までの累計金額:約2,717億円

電力

10%

運輸

50%

通信

1%

灌漑・治水・干

拓…

農林・水産業…

鉱工業 5%

社会的サービ

ス

6% 商品借款等

15%

その他

0.10%
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政府開発援助（ODA）とは
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実績 : 計88件（2023年11月時点 契約未締結分含む）
セクター: トップ3は、①農業、②環境・エネルギー、③水の浄化・水処理

民間連携 終了案件 現行案件 計

PPP協力準備調査 4 0 4

BOPビジネス連携調査 1 0 1

民間技術普及促進事業 5 1 6

小計 10 1 11
中小企業・SDGsビジネス
支援事業注1 終了案件 現行案件 計

普及・実証・ビジネス化事業注1 15 9 24

案件化調査注1 33 4 37

基礎調査注1 12 0 12

（新制度）ニーズ確認調査 0 3 3

（新制度）ビジネス化実証事業 0 1 1

小計 60 17 77

合計 70 18 88
注1) 中小企業海外展開支援事業および
中小企業・SDGsビジネス支援事業を含む



フィリピン
案件展開図









民間技術活用の可能性のある課題の一例

防災（地震・洪水対策）

水環境

保健医療

農業
【課題】
・下水道普及率の低さ

【求められる技術】
・下水処理技術
・汚泥処理技術

【課題】
・低い農業生産性
・高付加価値農業への転換の遅れ
・フードバリューチェーンの構築

【求められる技術】
・農産物の高付加価値化技術
・サプライチェーンの再構築や流通シ
ステム効率化

【課題】
・老朽化対策、地震への備え
・洪水による斜面の地滑りの発
生

【求められる技術】
・構造物の診断技術
・急傾斜面災害対策技術

【課題】
・離島など地方における医療体
制が不十分
・狂犬病や結核等の感染症

【求められる技術】
・遠隔診断技術
・感染症予防のための管理・啓
発ツール

• 詳しくはJICAホームページより、「民間企業の製品・技術の活用が期待される開発途上国の
課題」のフィリピンの各分野別課題シートをご確認下さい。



JICAが開発途上国と築いてきた信
頼の下で調査を実施いただけます

• 民間企業のみでは困難な現地
パートナー（政府機関等）にア
クセスしやすくなります

• JICAが信頼関係を築いてきた
途上国政府・自治体・業界団体
等のパートナーの紹介が可能で
す

開発途上国でのビジネスに造詣の
深いコンサルタントから質の高い
助言を得られます

• 開発途上国におけるビジネス化
に向けた的確なアドバイザリを
受けられます

• JICAとコンサルタントの支援に
よって、ビジネスを通じた開発
途上国の課題解決の筋書き
（ロジックモデル）を策定する
ことができます

JICAと成果を発信することで国
内外の認知度が向上します

• 調査の結果、実現されたビジネ
ス展開と開発インパクト創出の
国内外への発信をお手伝いしま
す

• 国内外のパートナー拡大や企業
認知度向上が期待されます

質の高い
ビジネスアドバイザリ

2

企業認知度の向上

31

JICAの信頼と
ネットワークの利用

JICAの民間連携事業を活用するメリット①
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JICAの信頼と
ネットワークの利用



質の高い
ビジネスアドバイザリ

2



企業認知度の向上

3

◎ 広報効果
◎ トップセールス
◎ 事業終了後フォローアップ



【本事業についての関連サイトならびにお問い合わせ】

● JICA中小企業・SDGsビジネス支援事業について
（https://www.jica.go.jp/priv_partner/activities/sme/index.html）

● JICA フィリピン事務所
企画調査員 丹羽 健治（niwa.kenji3@jica.go.jp )

企画調査員 高尾 涼子（takao.Ryoko@jica.go.jp )

ご清聴ありがとうございました。


